学術会議と物性コミュニティー双方から
― 学術会議の歴史を述べて現状を考える ―
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最近、学術会議が大きく様変わりし、20期からは学術会議会員の選考方法に関してco-optationという方法が取られ、形式的には下部組織（我々のグループでは物理学研究連絡会）との関係がなくなることに決定した。それに応じて今回、我々は組織の建て直しを余儀なくされている。

ここで学術会議の歴史を振り返って、学術会議の果たしてきた役割および今後の展望について述べた。
日本学術会議の歴史

良く知られているように、日本学術会議は1949年1月に発足した。会員は業績によって認定され、直接選挙により選ばれ、総理大臣が任命するという形になっていた。しかし1950年11月、第一期が終わる頃から政府の学術会議に対する態度が微妙に変化してきた。その一番大きな原因は、戦後の激動期の後に生じた世論の分裂である。しかし、その間、学術会議が果たした役割も大きく、多くの研究所が設立された（表1参照）。

このような世論の分裂を受けて学術会議に政治的な動きが強まり、核兵器廃絶アピール、大学管理法に反対する声明、原子力研究3原則等が打ち出された。これに対して政府は、1967年学術審議会を発足させ、学術会議の予算は大幅に減少するに至った。さらに、1983年学術会議法が改正され、学術会議の会員は学協会が推薦し、学術会議が選ぶというように改められた。さらに2004年4月に至って、学術会議法を改正する法律が成立し、2005年10月から、学術会議の第20期が発足した。それによると会員は、完全にco-optationにより選出され、1. 学術会議は陳情団体ではなく、ロビーイングはしない。2. 特定の研究分野に水を引かない。3. 分野別委員会はなくす等の決定がなされた。
以上が簡単な学術会議の歴史である。ここでは問題提起として、

1．物性委員会として学術会議に何を期待するか

2．どのように学術会議と物性委員会を繋げるか

という大きな問題がある。これらの問題については、多くの議論がなされたが、一朝一夕に解決できる問題でもないので、これらの問題を持続的に討論し、今後の我々の活動に期待したい。




表1 研究所設立の例、勧告と実現の年
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